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度から平成 27 年度 11 月まで）から、日本語教師養成の「実施機関・施設等数 1 」「教
師数」「受講者数」の推移を、全国と沖縄県に注目して見てみる。
　全国では、平成 26 年度と平成 27 年度を比べてみると、機関・施設等数も、教
師数も、受講者数も全体的に減少している（表２参照）。しかし、平成２年度を
25 年後の平成 27 年度に比べてみると、日本語教師養成・研修実施機関・施設等
数は 3.6 倍に増加し、教師数は 2.2 倍に、受講者数は 1.7 倍に増加している。









平成2年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 
機関・施設等数 146 552 525 600 607 557 523 
教師数 1,771 5,525 4,753 4,566 4,211 4,271 3,866
受講者数 15,146 29,206 28,982 31,797 30,110 35,818 26,241
文化庁文化部国語課「国内の日本語教育の概要」を基に筆者編集
表３：大学で日本語教師養成を実施している大学数、そして受講者数の推移：全国
平成2年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 
機関数 79 207 207 213 217 214 174
受講者数 10,338 18,229 19,555 20,230 17,403 13,723 15,754 
文化庁文化部国語課「国内の日本語教育の概要」を基に筆者編集
きたが、平成 25 年度からは減少傾向が見られる。
　沖縄県の日本語教師養成機関は、平成 12 年〜平成 27 年の 15 年間に２校から
６校に増えていて（表４参照）、そのうち４校は大学機関であることが分かって
いる。教師数は平成 27 年度には平成 12 年度の約３倍に増えているが、常勤教師
及び非常勤教師を含めて約 40 人程度である。受講者数は、平成 26 年度から急増
しているような数字が現れているが、その理由は特定できていない（日本語教師
養成を始めた日本語学校もあるようだが、その人数は定かではない）。因に、平





　平成 12年度 17年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
機関・施設等数 2 4 4 ４ 5 4 4 4 ６
教師数 14 46 33 38 41 32 36 29 41









	平成 全体 大学機関のみ 一般の施
設・団体
常勤教師 23 17 6
非常勤教師 18 8 10
ボランティア 0 0 0
合計 41 25 16











が設置された。2017（平成 29）現在で 24 年目となり、国際社会・多文化共生社会・
情報化社会が広まってきた昨今、新たなステージを迎えようとしている。
　設置年から約 10 年後の国立国語研究所（2002）の調査における大学・大学院
レベルの日本語教師養成を見ると、158 機関（大学 111、大学院 47）が日本語教
師養成のカリキュラムを持っていたことがわかる。そして、そのうち、主専攻を























































































































異文化理解Ⅰ＆Ⅱ 4 3 自由選択
科目

























































































































































































































































































 初中上級クラスで一人約 45 分〜90 分の教壇実習 
 漢字クラスの運営と指導：初級クラスでのドリル実習 
 夏期日本語研修生のための「沖縄事情」を担当 
  （ニーズ調査や P.テストから実習や評価まで） 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































な実習生に限られてしまうが）。1999( 平成 11) 年度から 2000( 平成 12) 年度に
は、文化庁の事業として行われた西原町地域日本語教育事業で本学の実習生も日
本語ボランティアとして日本語交流教室や交流サロンの活動に関わった。また、












































































































































































































































































































回調査 (2010: 平成 22 年度 ) から 44% も増加している。また、外国人の沖縄県入





















































































































































































































































































































































































『2001 年国際学術セミナー報告書 : 東アジアにおける日本語教育の現状と課
題』沖縄国際大学国際学術セミナー実行委員会 :59-75
　　　　・祖慶壽子、馬場真眞子、尚真貴子他（2002）「地域教材『ウチナー事
情入門』開発の試み」『JALT 日本語教育論集』第 6 号 :27-35
　　　　・金城尚美・上原明子（2006）「沖縄県における多文化共生に関する基
礎的調査研究—より住みやすい地域を目指して—」『沖縄キリスト教短期大学











巻第 1 号 :1-18
　　　　(2014)「マイノリティとマジョリティを結ぶ日本語教育・日本語教師養
成の可能性—島のアジア系　外国人女性住民達からの示唆−」『沖縄国際大学

























19 巻第１号 :31-55 
－ 40－
尚真貴子 (2017)「在校生のアンケート回答から見る沖縄国際大学英米言語文化
学科の日本語教育」『沖縄国際大学外国語研究』第 20 巻第 2 号 :31-62 
























チの役割」『JALT 日本語教育論集』第 26 巻第 2 号 : 207-222
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